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ケアの社会化と代替をめぐる論点

保 田 真 希

はじめに

本稿の目的は、ケアの社会化と代替に関する議

論を整理し、論点を提示することである。その際、

多義性を有している「ケア」について、それぞれ

の論者がどのように捉え、誰を念頭に置いて議論

を進めているのかを同時に整理していくこととす

る。

ここで、なぜ、「ケアの社会化」やケアの代替に

関する議論を整理する必要があるのかについて、

簡単に述べることとする。

そもそも、ケアが社会問題として扱われるよう

になったのは、フェミニズムの働きが大きい。今

まで、介護や育児などのケアが私的な事柄とみな

され、家族がその責任主体として、特に女性がそ

の役割や責任を担うことで生じているケアの負担

がフェミニズムによって明らかにされた。このこ

とで、今まで隠蔽・軽視されてきた家庭内におけ

る女性の不払い労働（私的領域に封じられていた

ケアの問題）が社会問題として可視化されるよう

なり、「ケアの社会化」が求められるようになった。

日本においても、1990年代以降、「ケアの社会

化」が謳われるようになり、その一例として介護

保険制度が制定された。「利用者本位」や「介護の

社会化」を謳った介護保険は、家族の介護負担を

軽減することを意図として設計され、意図通りの

政策効果をもたらした。その一方で、利用料の上

限を設けることで、家族介護を暗黙の前提として

いる部分があった。

また、近年、事業所介護が増加しているとはい

え、今でも介護の中心は家族である 。年々、男性

介護者の比率が上昇しているが、依然として女性

がケアを担っている。ケア労働が労働市場で提供

されるようになっても、その多くは低賃金で不安

定な労働のままであり、担い手の多くも女性のま

まである 。

一方、育児をめぐっては、保育サービスの整備

や男性の参加は十分に進んでおらず、近年、育児

にかかわる父親がクローズアップされているが、

専ら女性がその責任を引き受けているという現状

は続いている。

このように、ケアを担うことで労働市場におい

ても、家庭内においても不利な状況に置かれやす

いという状況があり、ケアは社会的不利と密接に

関係した事柄である。また、ケアを誰がどのよう

に担い、遂行していくのか、ケアの分配について

の議論の始まりは「ケアの社会化」に関する議論

からであった。それと同時に、今まで家族、特に

女性が担ってきたケアを外部に委託し、遂行する

という「ケアの代替」についての議論も行われて

いる。これらの議論により、家庭内と労働市場に

おけるケアの遂行や責任の公正な分配、労働市場

におけるケアをめぐる問題について議論がなさ

れ、「よりよいケアの社会化」のあり方が様々な立

場から検討されている。

そのため、ケアの問題や公正なケアの分配につ

いて議論を行う上で、そもそもケアの社会化やケ

アの代替について、どの立場の人がどのように論

じているのかを一度、おさえておく必要があるで

はないだろうか。本稿では特に、ケアの社会化や

代替をめぐる議論が何に焦点を当てて、どのよう

に論じられてきたのかを整理する。その際、「ケア」

はどのように定義づけされているのかも同時に整

理していく。

本稿の構成は次の通りである。はじめに、１．

ケアの社会化と責任をめぐる議論、２．再生産労
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働とケアの代替、３．ケアの社会化と代替をめぐ

る議論の論点と課題の４つに区分して論じてい

く。１では、ケアの社会化に関する議論が今まで

何に焦点をあてて論じられてきたのかを整理して

いる。２では、フェミニストはケアの社会化や代

替についてどのように論じているのかを特に上野

（2011）をベースに整理していく。その際、包括的

な意味を含む「ケア」をどのように捉えているの

かもおさえる。３では、ケアの社会化や代替の議

論が社会的不利の緩和にどう対応しているのか、

議論の論点と課題を提示する。

１．ケアの社会化と責任をめぐる議論

ここでは、家族社会学に焦点をあて、ケアの社

会化をめぐる研究の動向を整理した井口（2010）

を参考にし、簡単に整理をする。参考にすると言っ

ても、井口（2010）は研究動向をおさえることに

力点がおかれていたため、本稿では井口（2010）

の論文で引用されていた論者のうち、中核となる

論者を取りあげて議論を整理していく。

また、本稿では介護に関する議論が多くなる。

その理由は、介護保険制度の創設に伴って議論が

蓄積されていたためである。また、ケアという概

念が持つ多義性とも関係する。

上野（2011）によれば、英語圏における研究史

では「ケアは第一義的に『子どものケア』を指し、

その後、『高齢者介護』や『病人の看護』『障害者

介助』、さらには『心のケア』というように、拡張

して使われるようになった」（上野2011：37）。一

方、日本語圏でケアという用語が使われ始めたの

は1990年代以降であり、高齢者介護の分野が先で

あった。その後、「英語圏の研究動向に影響されて、

『育児』『介護』『介助』、場合によっては『看護』

を含むような包括的用語として」（上野2011：37）

ケアという言葉が使われるようになった。

また、井口（2010）のケアの捉え方については、

論文の脚注において、上野が引用したデイリーの

定義を用いるということを記載することでとどめ

ている。そのため、次項で日本のケア論の論者の

中で中心人物となっている上野（2010）を取りあ

げ、議論を整理することとする。

(１)ケアの社会化

そもそも、ケアの「社会化」とは、どういう意

味で使われているのだろうか。

90年代後半に家族社会学において、高齢者介護

や育児に着目して家族福祉政策の展開と課題を整

理した下夷（1998）によれば、家族社会学におけ

る介護政策に関する研究成果は、近代家族原理は

本来的に老親介護義務を含まないという「老親介

護のあり方」に関して一定の共通認識を持ってい

た。この認識の下、「老親介護機能の外部化、介護

費用の社会化」が志向され、個人を対象とした普

遍主義的な福祉サービスが提供され、個人がそれ

を自己選択・自己決定により利用する、という介

護のあり方が望まれてきた（下夷1998：92）。

つまり、ケア（ここでは介護）の社会化とは「介

護を要する個人を対象とした対人社会サービス資

源の拡充と、費用負担軽減を含む普遍的なアクシ

ビリティ確保という意味で」（井口2010：170）捉

えられてきた。サービス供給システムの形成、供

給主体の多元化などが起こり、以前と比べて、

フォーマルな外部資源の利用可能性が家族介護の

前提となり、さまざまな主体によるケアの関与が

生まれてきた（井口2010）。井口（2010）によれば、

このような流れは、介護だけでなく、他のケアの

分野でも同様な流れとして見い出せるという。

また、介護の「社会化」におけるプロセスとそ

の問題点を家族介護者の視点から検討した笹谷

（2005）によれば、介護の「社会化」とは、国家や

自治体による公的（public）サービスの供給による

もの、市場による私的（private）なサービス供給

によるものもあれば、種々のボランタリーな供給

の道があるという。笹谷（2005）は、「社会化」に

は①家族介護者が家庭内で行うアンペイド・ワー

ク・介護労働が家族以外の外部の社会的労働へ転

化する道、つまり、家庭から施設等への介護の場

の移動や、在宅における家族介護者の無償労働が

有償・無償のサービスへ代替されることと、②家

族介護者のアンペイド・ワークを「社会的に評価」

（家族介護者のアンペイド・ワークに対する現金給

38



付と休暇保障）する道の２つがあると論じている。

ケアの「社会化」の用語の意味を整理した中野

（2011）によれば、「子育て」「介護」の社会化は、

保育や高齢者介護の領域の社会資源（施設・在宅

サービスの役割・機能）が家族機能の変容、当事

者の子どもや要介護高齢者と家族のニーズに応じ

て、質的変化をしつつ領域的に拡大し、公私を問

わず、地域における支援環境のあり方へと発展す

る方向性を包含する用語になっているという。

また、上野（2011）によれば、エスピン・アン

デルセンが論じたケアの「脱商品化」と「脱家族

化」は「ケアの社会化」と呼べるという。今まで、

ケアの社会化は主に「市場化」と「非市場化」の

２つで考えられてきたが、「社会化」を「脱商品化」

と「脱家族化」の２つの組み合わせとして捉えら

れる。ここでは、さしあたり、「脱商品化」を「市

場に依存することなく、その生を営むことができ

る程度」として捉え、「脱家族化」を「家族に依存

することなく、その生を営むことができる程度」

として捉えておく。

(２)ケアの責任

前節で整理したように、介護保険制度の創設に

むけては、主にケア（介護）の行為そのものを代

替する制度・政策に関して議論がなされてきた。

特に、「ケアの社会化」という理念の下で、「脱家

族化」がどの程度達成されたかが主要なテーマと

なっていた。しかし、介護保険制度が始まってか

ら、家族とケアに関しては依然として、何らかの

形でケアの責任が家族に残ったり、家族に介護負

担が残るということが明確になった。その理由の

１つは、利用料の上限を設けることで、家族介護

を暗黙の前提とされていたことである。例えば、

在宅支援サービスにおいては、自宅に家族介護者

がいることを前提として設計されている。このよ

うに、「介護保険は『家族（介護）の部分的失敗』

に対する部分的な対策として登場したもの」（上野

2011：133）にすぎない。そのため、結局は家族が

ケアにかかわる場面が生じてくる。また、介護保

険法下での介護の「社会化」は介護の「民営化」

にすぎず、低所得者には不利なものと論じられて

いる（伊藤2001）。

また、家族介護の任意性の高まりが加わって、

ケアの責任範囲の不明瞭さが指摘されるように

なった（笹谷2005）。家族社会学では、以前から家

事論や主婦論、外部との機能分有論のなかで、家

事の担い手や主婦は個々の行為だけでなく、調

整・マネジメントなどの役割を担っていることが

指摘されてきた（藤崎2000）。これと同様に、介護

の外部化・ケアの社会化においても、身体介護な

ど具体的な行為以外からも、負担や困難が生じる

ことが明らかにされた。例えば、身体介護などの

具体的な行為から生じる負担や困難の経験だけで

はなく、遠距離介護など同居家族以外の介護に

よって生じる困難が明らかにされている（中川

2004；2008）。その中で、遠距離介護者は具体的な

行為以外に、生活のマネジメントなどを中心に役

割を担い、ケアの責任を担っていた（中川2004；

2008）。

このようにケアの社会化が「脱家族化」という

文脈だけでは、成り立たないことから、「介護を要

する者への公的な対人社会サービス給付による家

族の代替だけでなく、介護を担う家族への公的支

援が主題として」（井口2010：172）論じられるよ

うになってきた。しかし、このような家族介護者

への支援を行うことで、かつて「含み資産」とし

て位置づけられていたように、家族単位での介護

が固定化されるのではないかと懸念された（藤崎

2000)。また、笹谷（2005）は利用者主体という

理念の下に、家族介護の位置づけが曖昧になった

ことを指摘し、当事者の権利と家族介護者の権利

に着目した支援が必要であると論じた。

以上のように、今までのケアの社会化の議論や

その展開から、「介護の社会化が家族介護の代替と

しての外部サービスの本人給付という形だけでは

不十分である」（井口2010：173）ということが明

らかにされた。これにより、家族が何らかの形で

介護にかかわっている状況を含めた支援の必要性

が論じられるようになった。

(３)ケアする権利としない権利

では、ケアの社会化に伴って、どのような支援

ケアの社会化と代替をめぐる論点 39



が必要だと論じられてきたのか。

ここで、ケアする権利・ケアしない権利という

観点から２つの政策課題を提起した森川（2008）

の提案を整理する。第１に、誰がケアの主体なの

かを問い直し、ケアする権利という観点から、ケ

アを必要とする者も、自分の子どもや親・パート

ナーや友人に対するケア責任や役割を他の人と同

じように、市民としての著しい不利を蒙ることな

く果たせるための具体的支援を公的な仕組みを通

じて確保する。第２に、「ケア役割を『現在ケア役

割を担っている家族メンバー』に限定せず、それ

以外の人がケア役割を果たしやすくするための仕

組みを整備する」（森川2008：50）という政策課題

を提案している。この課題については、高齢者介

護や障がいをもつ者への支援という分野よりも、

育児分野の政策論でなじみ深い「ワークライフ・

バランス」という言葉の下で、就業活動とケアを

含めた地域・家庭活動との調和という観点から政

策の枠組みが形成されている（森川2008）。

森川（2008：51）は、介護者とみなされている

人への諸サービスの権利給付にとどまらず、障が

いを持つ人や現在ケア・介護に参加していない人

も含めた多様な人にケアが開かれるための条件整

備を含め、ケア・介護にかかわることが市民とし

ての著しい不利に結びつかないための社会保障上

の諸政策やケアとそれ以外の生活とのバランスが

とれるための諸政策が検討されるべきだと指摘す

る。

一方で、森川（2008）は、「『ケアしない権利』

は、『家族の内部に、障害をもつ者の具体的な支援

を確保し、そのアクセスを保障すること』を言い

換えたものであり、家族の内部に多様なニーズに

応じ家族のケアを代替・分有するサービスを充分

確保することを通じて保障されるものである」（森

川2008：51）と論じる。それゆえ、森川（2008）

によれば、介護者支援と介護しない権利が両立す

るためには、①ケアを必要とする当事者に、生活

を支えるための家族外への資源へのアクセスを保

障すること、②そのような外部資源が家族による

全面的なケアを代替・分有する幅を増やすように

編成されること、③それらが介護支援と連動する

ことが必要であると論じている。

より具体的に言うと、森川（2004）はケア（介

護・育児）を選択することで社会的不利益を被ら

ない権利を保障するには、ケアに従事している期

間の年金や所得保障、それも選択の前後で経済水

準が変化しない程度に十分な、もしくは第三者に

私的な依存をしなくても済む程度に自活できる額

の現金給付が必要であると論じている。

その一方で、上野（2009）は、介護保険制度で

家族介護者の現金給付が選択肢として存在してい

ないことに対する批判があることに触れた上で、

中途半端な金額を支給するのではなく、条件を満

たすことができるだけの金額でなければ、「ケアす

る権利」が保障されているとは言えないと指摘す

る。そのような意味で、上野（2009）は今まで家

族の中でケア役割を引き受けてきた多くの女性た

ちは、「ケアすることを強制されない権利」を持た

ないだけでなく、「ケアする権利」さえも少しも守

られていないと論じる。

以上のように、ケアの社会化における議論は、

外部資源の活用や家族内のケア、公的支援などの

ケアの分配に焦点をあてて、議論が行われてきた。

２．再生産労働とケアの代替

前章では、「ケアの社会化」に関する議論を一通

り、整理してきた。しかし、前章ではケアが社会

問題として扱われることに貢献したフェミニズム

の議論については、ほとんど取り入れていない。

そこで、ここでは「ケアの社会化」やケアの代替

について、フェミニストはどのように論じている

のか、を整理していくこととする。特に、本稿で

は、日本におけるケアの議論で中心的な役割を果

たしている上野（2011；1990）の議論を整理して

いくこととする。

整理を始める前に、なぜ、上野（2011；1990）

を参考にするのかについて、簡単に理由を２つ述

べる。

第１に、ケアの議論を行っている論者の中でも、

中心的な役割を果たしているためである。第２に、

40



多義性を有し、包括的な意味で用いられている「ケ

ア」の定義づけを簡単に済ますのではなく、マル

クス主義フェミニズムの再生産論に乗せてそれぞ

れの共通点と差異を確認しながら、定義づけを

行っているためである。ケアは、育児から介助、

介護、さらに教育から心のケアまで幅広く、包括

的な意味で用いられるが、たいていの場合「ケア」

という概念の中に組み込まれている概念の共通性

と差異が明確になっていない（上野2011）。そこ

で、上野（2011）は、ケアの一般理論は１つのカ

テゴリーに包摂されるような共通性を持っている

ことを前提としているが、その間にある「差異」

を無視することはできないと指摘する。それゆえ、

上野（2011：87）は本書のなかで、ケアについて

は高齢者介護を中心に論じているが、広義の「ケ

ア」概念のうち、育児と介護はどのように違うの

かについても検討している。

(１)再生産労働としての「ケア」

ここで、まず、上野が「ケア」をどのように捉

えているのかを整理しておく。

上野（2011：95-96）は、再生産労働に育児・介

護・介助を含め、これらすべてを包括する上位概

念として「ケア」を用いている。上野（2011）に

よれば、広義の「家事労働」 を「再生産労働」と

呼んでいるのは、「人間の生産」を指すに至った「再

生産」の概念が生産・流通・消費の他に、移転・

廃棄・処分を含み、生誕から死亡までの人間の生

命のライフサイクルのすべてにかかわる労働とし

て再定義することができるためである。そのため、

高齢者介護を広義の「家事労働」や再生産過程に

含むことは経験的に妥当であり、理論的にも有効

性があるという。したがって、上野（2011）はケ

ア労働を「再生産労働」と同義に用いている。こ

のようにケアを定義することによって、理論的に

は再生産労働論の枠組みで論じることが可能にな

るという（上野2011）。マルクス主義フェミニズム

は、家事労働を再生産費用の分配問題として説い

た。再生産労働を世帯内で完結するものとみなさ

なければ、再生産費用の分配問題の解決には、①

私事化（privatization）、②社会化・国家化（sociali-

zation）、③市場化（marketization、もしくは「商

品化」commodificationと呼ぶ）の３つの選択肢

がある（上野2011）。これは、介護についても同

様のことが言えるという。

(２)相互行為としてのケア

また、上野（2011）は、デイリー（2001）を引

用し、ケアを「依存的な存在である成人または子

どもの身体的かつ情緒的な要求を、それが担われ、

遂行される規範的・経済的・社会的枠組みのもと

において、満たすことに関わる行為と関係」（Daly
 

2001:37；上野2011：39）という定義を採用して

いる。この定義を採用する効果を６つ あげてい

る。

より具体的には、「ケアとは、依存的な他者の

ニーズを充足する行為、そのためにケアの担い手

と受け手という複数の行為者が時間と空間をシェ

アする行為を指す」（上野2011：134）と述べ、相

互行為の受け手側からは「ニーズ」、与えての側か

らは「サービス」として分析カテゴリーを分けて

いる。「サービス」はサービス労働になる場合もあ

れば、ならない場合もあり、この「サービス労働」

は「支払い労働」になる場合も「不払い労働」に

なる場合もあるという。すなわち、「ケアとはニー

ズとサービスの交換」（上野2011：134）である。

また、上野（2011）は「ケアに関わるサービス労

働をケアワーク」と定義し、広義の家事労働につ

いて論じられてきた多くがケアワークにもあては

まると論じる。

しかし、ここで留意しなければならない点があ

る。それは、この上野（2011）の定義においては、

家事労働一般・家事はケアに含まれないという点

である。その理由は、「家事の第三者基準」と関係

している。「家事とは、世帯内で生命・生活を維持

する、なくてはならない活動のうち、自分以外の

他者に移転できる活動」（上野2011：138）のこと

をいうため、第三者に移転可能であるという基準

を満たしていれば、それを自分自身のために、あ

るいは他者のためにやっても「労働」であること

に変りはない。つまり、ケアという概念には条件

が課せられていることになる。ケアについて、上
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野（2011：139）は主に４つの条件を提示している。

第１に、「ケアはあくまで複数の当事者を含む相互

行為であり、他者のニーズに応える行為であるこ

と」。あくまで自分以外の他者のためのサービスで

ある。第２に、「ケアはニーズ発生するその時・そ

の場で生産され、消費されるために、他の商品生

産のように大量生産や在庫調整、出荷調整がきか

ない」。第３に、ケアのコミュニケーションとして

の性格は省エネ化・省力化となじまない。第４に、

ケアが「完全に第三者によって代替可能であるこ

とである」（上野2011：139）。例えば、育児におい

ては、一見すると代替不可能に思える母乳育児で

すら、乳母や里親によって代替可能である。上野

（2011：139-140）によれば、産育の社会史研究が

自分で出産した子どもを自分の乳で育てるという

慣行は、近代家族のもとで成立した中産階級的な

「ハビトゥス（身体化された慣習的な行動様式）」

によるものであると明らかにしたという。

そして、上野（2011）は、ケアは「外注」すな

わち「他者への移転」や「代替」が可能であると

したうえで、「ケアという労働は現実的には代替も

移転もされている」（上野2011：136）と論じる。

では、何がどこまで「代替」が可能なのだろう

か。この点については、次節で整理する。

(３)ケアの代替の可能性

ここでは、ケアはどこまで「代替」が可能だと

論じられているのかについて、整理していくこと

とする。なお、「代替」や「移転」の意味について

は、さしあたり次のように捉えることとする。

上野（2011：63）は、ケアをすることを強制さ

れない権利はケアを選択しない場合の代替選択肢

（第三者によるケアの供給や、ケアサービス商品の

購入などの可能性）がどれだけあるかに依存して

おり、代替性が無ければこの権利は無いのと同じ

で、ケアは強制に転じると指摘している。このこ

とを踏まえると、ケアの「代替」については、さ

しあたり、「第三者によるケアの遂行・供給」と捉

えられるだろう。「移転」についても、代替と並行

して使用されることが多いが、脱家族化や脱商品

化の意味について論じる際にも登場している 。

本稿では、「移転」は「ケアを外部へ委託すること」

として捉える。

では、ケアがどこまで代替が可能であると論じ

られているのかを整理する。

前節で整理したように、上野（2011）は、自分

で出産した子どもを自分の乳で育てるという慣行

は中産階級的な「ハビトゥス（身体化された慣習

的な行動様式）」によるものであるという議論に触

れた上で、一見すると代替不可能に思える母乳育

児も含めて、ケアが「完全に第三者によって代替

可能である」（上野2011：139）と論じている。す

なわち、上野（2011：94）は、育児にも「第三者

基準」があてはまり、「出産を除いて、その直後か

ら授乳を含む他のすべての養育行動は『外注』す

なわち、『他者への移転』が可能」だという。上流

家庭では乳母、中流家庭では里親に委ねていた育

児が、生物学的母による「専業育児」に代わり、

それも女性の労働参加によって「社会化」される

ようになったという（育児の社会化には、市場化

オプションと非市場化オプションの二種類あると

いう）。そして、「ケアという労働は現実的には代

替も移転もされている」（上野2011：136）と論じ

ている。

一方で、フレイザーは出産や家族の非常事態へ

の対応、子育ての多くのように（包括的代理行為

者（universal surrogacy）の不足や他のあまり望

ましくない制度のために）移すことができないも

のもあると指摘している（Fraser訳書2003：81-

82）。

以上のことから、上野（2011）は、「育児の社会

化」についても触れ、一見すると代替が不可能で

あると考えられる母乳育児も代替が可能であると

している。このように、上野（2011）の議論では、

ケアは「完全に第三者によって代替可能である」

（上野2011：139）と捉えられている。しかしなが

ら、ハビトゥスの形成以外にケアの代替を制約す

る要素はないのだろか。理論的に代替が可能で

あっても、実際の生活状況によって変わってくる

のではないだろうか。上野（2011）はケアの代替

性がなければ、ケアは強制に転じると指摘してい
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ることから、上野の議論では、安定した層をイメー

ジして展開されているのではないだろうか。ケア

の代替に関しては階層の視点が抜けているだろ

う。

(４)ケアの社会化をめぐって残された課題

前章で整理してきたように、「ケアの社会化」は

今まで家庭内でケアを遂行することで生じていた

負担を軽減するために謳われたものだった。それ

は、主にケア（介護）の行為そのものを代替する

制度や政策に関する議論、特に「脱家族化」がど

の程度達成されたかが主要なテーマとなってい

た。加えて、ケアの担い手に対する公的な支援の

必要性が問われていた。

2008年から、日本においても、労働力不足を補

うべく、看護や介護の担い手として、外国人労働

者の受け入れが開始された。移住してくる女性労

働者にとっては、自国よりも良い給料を獲得する

機会になりうるが、日本の介護労働市場において

は、外国人労働者の導入によって、ますます介護

の低賃金化が進む可能性や、日本人労働者と外国

人労働者の賃金格差が拡大することが懸念されて

いる。

このように、日本においても、ジェンダー・エ

スニシティ・階級格差を伴ったケアをめぐる問題

が生じている。このような状況について、家庭で

も労働市場でも、なぜ、女性はケア労働をするの

かを検討した山根（2010）は、ケアをめぐる性別

分業が家庭から労働市場へと拡大し、再編してい

ると論じている。

上野（2011）によれば、世帯内・夫婦間の所得

格差が縮小されても、世帯間の所得格差（女女格

差）が大きかったり、ケア労働の代替コストが安

ければ、ケアを外部へ移転することをくいとめる

ことはできないという。また、ファインマン（2003）

は、平等主義家族は他にケアをしてくれる人を雇

うが、ケアが家庭内同様、労働市場においても、

過小評価され、賃金が十分ではない限り、これは

フェミニズム的解決方法とは言いがたいと論じて

いる。同様に、上野（1990：308-309）も労働の編

成に内在する格差の問題、すなわち、なぜ、人間

の生命を産み育て、その死をみとるという労働（再

生産労働）がその他の労働の下位におかれるのか、

という根元的な問題が解かれるまでは、フェミニ

ズムの問題は永遠に残るだろうと指摘している。

そもそも、近代家族は、「依存の私事化（privat-

ization of dependency）」（ファインマン2003）に

よって成立し、「女性の問題」と呼ばれるほとんど

のものは子どもや高齢者の「一次的依存」から派

生する「二次的依存」によって生じたものである。

上野（2009）は、たとえ近代家族が解体されたと

しても、「依存」の現実そのものは変わらず、たと

え「依存の脱私事化」が進行したとしても、その

完全な「社会化」（「再生産工場」や「子ども牧場」）

が成立するとは考えにくいと論じている。その理

由として、生殖テクノロジーが発達した今日にお

いても、子どもは個別の家庭の中で育っており、

子どもの親権者はその子どもを産み、育てている

個人、あるいは子どもと持続的な関係を維持して

いる個人であることを挙げている（上野2009）。こ

のように、上野（2009：15）は、再生産の制度と

しての「家族」の意義は未だに続いており、「依存

的な他者」を家族が抱え込むため、「家族」を「個

人」に還元できないと論じている。つまり、未だ

に家族がケアの責任や役割を引き受ける現状は続

き、社会化できていないことが示唆される。

また、育児においても、介護においても、ケア

をめぐっては、脱家族化・ケアの社会化、自助か

公助かという二次元では語れなくなってきてい

る。そこで、自助・公助・共助の新たなかたちが

求められている。

例えば、上野（2011）は、ケアの中でも特に、

「介護」に着目し、誰が介護を行うのかという点に

ついて、福祉多元論における４つの領域（官／民／

協／私）から提案している。第１に、国家・「官セ

クター」（上野2011：219）、第２に市場・「民セク

ター」（上野2011：219）、第３に、市民社会・「協

セクター」（上野2011：219）、第４に家族・「私セ

クター」（上野2011：219）である。また、上野

（2011）は再生産費用の分配問題については、①私

的セクターにおける選択の自由に加えて、②ケア
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の社会化については市場化オプションをさけ、③

ケアの費用については、国家が負担し、④ケア労

働については協セクターへの分配が現時点での最

適解であると述べている（上野2011：237）。

しかし、外部資源の活用についても、上記の上

野（2011）の提案についても、生活状況や取り巻

く構造によって、ケアの代替や移転の可能性は制

約されるのではないだろうか。家族の負担を軽減

すべく、ケアは移転や代替が可能であるとしても、

そもそも外部資源の活用やケアの代替や移転がで

きなければ、家族でケアを遂行せざるを得ない。

しかし、ケアはケアを遂行する者が保有する資

源やライフスタイルによって大きく規定される。

例えば、家族の生活過程やケアを行うにあたって、

生活基盤の脆弱性や貧困、社会的孤立、家族関係

の葛藤などの複合的な困難が虐待やDV、アディ

クションなどの諸問題・困難と結びつく場合があ

る（松本2012；松本2005；厚生労働省2009）。こ

のように、少なからず、実際にケアを行う家族な

いし女性の生活状況や取り巻く構造や諸困難と大

きく関係するため、ケアは人の生活にとって、負

荷となって大きな影響を及ぼすことがある。

以上のように、家族によるケアの負担を軽減す

るために始まった「ケアの社会化」や「代替」を

めぐる議論においても、労働市場や家庭内におい

て、ケアがもたらす社会的不利を緩和することが

難しい現状が残る。そこで、次章で、ケアの社会

化や代替をめぐる議論の論点と課題を整理するこ

ととする。

３．ケアの社会化と代替をめぐる議論の論点

と課題

本稿の目的は、ケアの社会化と代替に関する議

論を整理し、論点を提示することである。

ここでは、前章までの議論を踏まえて、ケアの

分配や遂行をめぐって、「ケアの社会化」や「ケア

の代替」の議論がケアを担うことでもたらされる

社会的不利の緩和にどのように対応しているの

か、議論の論点と課題を提示する。

(１)ケアの社会化と代替をめぐる議論の論点

第１に、ケアの社会化や代替がケアの負担やケ

アの担い手にもたらす不利を緩和させることにど

のように関係しているのか、という点である。ま

ず、ケアの社会化によって、今までケアを遂行し

てきた家族の負担、特に実際にケア役割や責任を

担ってきた女性の負担軽減や私的領域からの解放

に繫がった側面がある。

前章までで整理してきたように、「ケアの社会

化」の議論においては、育児においても、介護に

おいても、外部資源の活用と家庭内におけるケア

の提供が求められ、公的支援としては「ライフ・

ワーク・バランス」の保障が掲げられていた。ケ

アを外部に委託し、ケアを遂行するという「脱家

族化」という文脈では足りないと指摘されている

が、今まで、家庭内でアンペイド・ワークとして

のケアを遂行してきた家族や女性たちにとって

は、ケアの負担が部分的であっても以前よりは負

担の軽減につながり、私的領域に幽閉されてケア

を行っていたのが解放された側面もある。その一

方で、ケアが社会化されたことで、どこまでが誰

の責任であるかが曖昧であったり、身体的な負担

だけでなく、心理的・経済的な負担の軽減するた

めの公的な支援が必要であるという指摘もされて

いる。これにより、ケアを行うことで社会的不利

を負わないためにどのようにサポートしていくの

か、について検討されることにつながっている。

第２に、ケアを誰がどのように担い、遂行して

いくのかという点である。ケアの社会化や代替に

関する議論は、ケアの分配について考える契機、

選択肢の拡大につながっている。しかし、ケアの

社会化や代替に関する議論の中では、家族内でケ

アの担い手がどのようにして決まるのか、そこに

何が作用しているのか。また、ケアを分配する際

にケアの担い手自身が保有する資源と外部資源を

どのように利用して、ケアや生活を成り立たせて

いるのかについては議論が十分にされていない。

その一方で、それらは別枠で論じられている。ケ

アの社会化や代替に関する議論は、議論が分散さ

れているという欠点はあるが、ケアの分配につい

44



て考える契機・選択肢の拡大につながっている。

(２)ケアの社会化と代替をめぐる議論の課題

ここでは議論の課題を提示していくこととす

る。

第１に、フェミニズム正義論においても、ケア

の代替や社会化の議論においては、階層の視点が

抜けているという課題がある。一定の安定した層

を想定した議論の展開になっているのではないだ

ろうか。

本稿で整理してきたように、ケアの社会化の議

論は、外部資源の活用と家庭内でのケア、ケアを

選択しても社会的不利を受けない権利保障と公的

支援など、ケアをどのように分配し、遂行してい

くのかという点に焦点があてられていた。そもそ

も、ケアが第三者に移転や代替ができるとしても、

ケアの代替や外部資源の活用については、それぞ

れを取り巻く構造や生活状況などによって、制限

される側面があるのではないだろうか。上野

（2011）がケアの代替性・代替選択肢がなければ、

ケアは強制に転じると論じているように、家族の

負担を軽減するために、ケアは移転や代替が可能

であるとしても、そもそも外部資源の活用・ケア

の代替や移転ができなければ、家族でケアを遂行

せざるを得ない。

フレイザー（1997＝2003：270-271）は、フェミ

ニズムの主流の運動は、ジェンダーの差異にのみ

焦点をあて、女性間の差異を抑圧したことで、階

級・人種・エスニシティ・ナショナリティ、セク

シュアリティなどのジェンダー以外の従属な軸も

抑圧し、多様な危機にさらされている女性たちに

とってダブル・バインドとなっていたと指摘して

いる。さらに、フレイザー（1997＝2003）は、ア

イデンティティと差異をめぐる文化的ポリティク

スと、公正と再分配をめぐる社会的ポリティクス

とが切り離されていると指摘したうえで、「ジェン

ダーの差異」から「女性間の差異」を経て、「多様

で横断的な差異」に至る議論の焦点の変化に伴い、

文化的差異をめぐる問題と社会的平等をめぐる問

題をつなぐ必要があると論じている（Fraser訳書

2003：261-285）。フェミニストたちは、かつて階

層の視点に力点をおいて論じていたが、現在はそ

の視点が抜けているという点については、前章ま

でで整理してきたように、「ケアの社会化」や「ケ

アの代替」に関する議論においても同様のことが

言えるだろう。外部資源の活用やケアの代替の可

能性には、ハビトゥスによる制約だけではなく、

構造的な制約、活用できる資源の差、資源へのア

クセスの階層差が生じているのではないだろう

か。この点については、実際に調査を行い、丁寧

に見ていく必要があるだろう。

第２に、ケアの社会化に伴い、ケアの責任や役

割を担うことで生じる負担や社会的不利な状況に

置かれやすいという状況は労働市場へと拡大し、

ケアの問題が継続しているという課題が残る。

従来、ケア役割を担ってきた女性の家庭内にお

けるケアの負担は労働市場へのアクセスを制限

し、夫への「経済的依存」（二次的依存）や低賃金

のパートタイムの労働の選択に結びつき、労働市

場においても、家族内部においても、不利な立場

に置かれやすい。これに対して、フェミニストた

ちは、公私二元論、ケアの私事化やケア負担の不

平等分配に対しての批判をおこない、ケアをめぐ

る権利や責任の「分配公正（distribution justice）」

（上野2009）、特に、ジェンダー公正を求めてきた。

このようなケアをめぐる分配問題、「再生産費用の

分配問題」（上野2009）を解く選択肢としては、

ファインマンが批判した「平等主義家族」やエス

ピン・アンデルセンが提唱した「脱家族化」（エス

ピン・アンデルセン1999＝2000）などがその選択

肢の１つとして考えられてきた。しかし、「脱家族

化」がそのまま自動的にジェンダー公正をもたら

すとは限らないという立場から「脱家父長制化」

（武川1999)・「脱ジェンダー化」（武川2005）を提

唱している論者もいる。一方で、Lewis（1997）は

男女ともに、賃労働や家庭内の不払い労働への従

事を求めるような「両立モデル（Parent/Worker
 

Model）」を提案している。上野（2011：158）によ

れば、男性がケアに参入する以前に外国人労働者

がケアの労働力不足を補うことの方が多いとい

う。この点については、前章で触れたように、労
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働力不足を補うべく、看護や介護の担い手として、

外国人労働者の受け入れが開始され、日本におい

ても、ジェンダー・エスニシティ・階級格差を伴っ

たケアをめぐる問題が生じている。ファインマン

（2003）や上野（1990：308-309）は、ケアが家庭

内同様、労働市場においても、過小評価され、賃

金も十分ではない状態が継続し、なぜケア労働が

他の労働よりも下位に置かれるのかという根元的

な問題が解かれるまでは、フェミニズムの問題は

永遠に残るだろうと指摘している。このように、

そもそもケアに対する評価が低いままでは、ケア

の社会化やケアの代替が可能になっても、ケアの

問題は家庭内同様に、労働市場においても継続し

たままであるという課題が残る。

以上のように、ケアの社会化と代替に関する議

論の論点と課題を整理した。これらを踏まえて、

今後以下のようなことを考えていく。

そもそも、人間はみな子ども期や高齢期、病に

かかった時、障害を負った時など、誰かに依存す

るため、生きていくにはケアが必要である（ファ

インマン2004＝2009）。結局のところ、ケアを必要

とする他者が存在する限り、ケアが家庭内で提供

されようと、労働市場で提供されようとも、誰か

がケアを遂行しなければ、生きていけないという

事実は変わらない。今後、女性の貧困に焦点をあ

てて考える際に、「ケア」の問題は社会的不利と関

係する重要な事柄であるため、その不利を解消し

ていくためには正義論や平等という観点からも捉

えていく必要がある。ケアの社会化やケアの代替

に関する議論を勘案すると、家族の負担を軽減す

るために、ケアは移転や代替が可能であるとして

も、そもそも外部資源の活用範囲やケアの代替の

可能性はそれぞれの生活状況や取り巻く構造に

よって変わってくるのではないだろうか。した

がって、正義論や貧困という観点から、社会的不

利やケアをめぐる問題、ケアの担い手自身が困難

に直面している場合、ケアをどのように担い、遂

行していくのかについて実証的に研究を行ってい

く必要があるだろう。これを今後の課題として、

取り組んで行くこととする。

注

１)厚生労働省の「平成22年国民生活基礎調査」によ

れば、要介護者を介護するのは65％が「同居の家

族・親族」で最も多く、次いで「事業所」が13.3％、

「別居の家族等」が9.8％となっている。要介護者と

同居している介護者の性別は2001年には女性が

76.4％、男性が23.6％であったが、2010（平成22）

年には女性が69.4％、男性が30.6％である。これら

の介護者のうち、25.7％は配偶者、次いで、子が

20.9％、子の配偶者が15.2％である。

２)介護労働安定センターによる「平成23年度介護

労働実態調査」によると、全介護労働者のうち、女

性が81.4％を示している。特に、看護職員は95.3

％、訪問介護員が92.8％と女性が占める比率が高

い。

３)藤崎（2000）は、「子育てや老親介護、障害メンバー

の介助を行っている家族の『支援』を強調すること

は、意図すると否にかかわらず、これらのケア機能

が本来的に家族の役割であることを再認識させる

効果がある」（藤崎2000：185）と指摘している。

４)上野（2010：93）によれば、どこまでが家事労働

かという範囲は歴史的に変動する。第１に、「家事」

の水準が歴史的に変動するため、第２に、家事労働

もまた商品化され、市場と市場の外部とに配置され

た家事労働の境界は歴史的にシフトする。また、家

事には「他者に移転可能な」という第三者基準があ

る。例えば、洗濯を妻やクリーニング業者、使用人

などに委ねることができる。

５)上野（2011）は、ここで使用している用語につい

ての説明を行っている。「私領域」という用語は、マ

ルクス理論では「市場」を含むが、近年の用語法で

は「家族」や「世帯」を限定的に指すようになった。

一方で、「社会化」には公共化や市場化の２つのオプ

ションがあるが、ここではアクターとする公共化の

意味に限定して用いることで、「国家化」という用語

を採用している。「社会化」のうち、「市場化」につ

いては「商品化」と互換的に用いるが、近年の福祉

レジーム論が「商品化」を定着させたため、上野

（2011）も採用している。

６)上野（2011：39-40）は、デイリー（2001）の定義
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を採用する効果を次の６点あげている。第１は、社

会的かつ歴史的な文脈で依存症が書き込まれてい

ること、第２に、ケアはするものとされる者との相

互行為であり、相互作用であること。第３に、役割

とその遂行を含むことで、この定義がジェンダー、

階級・人種のような変数を取り入れ、その間の比較

を可能にする。第４に、成人と子どもを含むことで

介護・介助・看護、そして育児までの範囲を覆い、

第５に身体と情緒の両方を含むことによって、ケア

の持つ世話と配慮の両面をカバーし、第６に、規範

から実践まで含むことでケアの規範的アプローチ

と記述的アプローチをともに可能にする。

７)上野（2011）は、フェミニストのケアワーク論者

の中で「脱商品化」「脱家族化」の概念がそれぞれ「ケ

アワークの市場セクターからの移転」「家族セク

ターからの移転」という意味で用いられていること

について、曖昧であると指摘している。その他に、

「市民セクターへの移転」や「国家セクターへの移

転」という使い方もされているという。この点から、

本稿では、「移転」の意味は、さしあたり「ケアを外

部へ委託すること」として捉える。
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